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研究成果の概要（和文）：個人の心理傾向（特に自己の独自性を追求する傾向）と社会環境の関係についての2調査を
実施した。調査1では、社会環境の影響を示す自然実験として、同一人物の心理傾向が、関係流動性の高いソーシャル
ネットワーキングサイト（SNS）と低いSNSで、異なる結果につながることを示した。具体的には、関係流動性の高いSN
Sほど、自己表現動機が社会的成功につながりやすいことが示された。調査2は、心理傾向の文化差が、どのような集合
単位で見られるかを検討した。複数の心理尺度を用いた調査の結果、都道府県では文化差がほぼ見られなかった。一方
、市区町村レベルでは、謙遜行動に差が見られ、その差は関係流動性によって説明された。

研究成果の概要（英文）：I conducted two studies on the relationships between psychological tendencies (e.g
., need for uniqueness) and relational mobility, a socio-ecological factor. Study 1 was a survey of dual u
sers of two different social networking sites (SNS's). Within-participant comparisons between the SNS's re
vealed that self-expression motivation was associated with the greater number of new friends made in the p
ast month more strongly in high mobility SNS (Facebook) than in low mobility SNS (Mixi). Study 2, a survey
 of residents of all the 47 prefectures in Japan, explored the appropriate unit of analysis to investigate
 effects of socio-ecological factors. It was found that intra-class correlations (ICC) of several psycholo
gical tendencies (e.g., self-esteem) were all small at the city, prefecture, and larger area levels, excep
t for modest behavior at the city level. The difference in modest behavior across cities was explained by 
relational mobility.
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１．研究開始当初の背景 
近年、個人の心理・行動傾向と、個人を取

り囲むマクロな社会環境の特性の関係につ
いて、精力的に分析が進められている。
Markus & Kitayama (1991) の論考をひとつ
の契機として、心理・行動傾向が社会によっ
て異なることを示す研究が大きく進展して
きた（Heine,2012）。さらに、社会の中のど
のような具体的特性（社会環境要因）が心理
傾向に影響するかが、実証的に検討されるよ
うになってきた（Oishi & Graham, 2010）。
今では、心理学の範疇を超え、広く社会科
学・行動科学にインプリケーションを持つ研
究分野として注目を集めている（Henrich, 
Heine, & Norenzayan, 2010）。 
社会環境要因のひとつとして注目されて

いるのが関係流動性である（竹村・佐藤, 
2012; Yuki & Schug, 2012）。関係流動性と
は、当該社会における対人関係に関する選択
肢の多さ（Yuki et al., 2007）を意味する。
一般に個人主義的または相互独立的と総称
される心理傾向（例えば、自己評価の高さ）
が、関係流動性の高さと関連することなどが
示 さ れ て き た （ Falk, Heine, Yuki, & 
Takemura, 2009; Sato, Yuki, & Oishi, 2007）。
また、研究代表者自身の過去の研究では、自
己の独自性を追求する傾向（個人主義的/相
互独立的傾向の一種）が、関係流動性の高い
環境では向社会的に機能することが示され
ていた（竹村, 2010; Takemura, 2011）。す
なわち、関係流動性の高い環境では、独自性
欲求を高く持つことで、より満足度の高い社
会関係を持つことができるなど、社会生活に
おいてポジティブな影響が見られたのであ
る。一方で、関係流動性の低い環境では、独
自性欲求を高く持つことが、むしろネガティ
ブな結果（社会関係満足度の低さなど）につ
ながっていた。こうした知見は、関係流動性
という社会環境要因に注目することで、個人
主義的/相互独立的傾向を、社会生活の中に
位置づけて理解することができることを示
唆している。 
一方で、社会環境要因に注目したこれまで

の研究には、以下の 2点の問題があった。第
一に、多くの場合、相関研究であった。例え
ば、日本人とアメリカ人を比較する中で、社
会環境要因の影響が検討されてきた。特定の
社会環境要因（例えば関係流動性）を測定す
るための尺度も開発され（Yuki et al., 2007）、
心理傾向の日米差がその要因で説明される
ことを示す分析結果も報告されてきたが、測
定されていない「第三の変数」による疑似相
関の可能性は棄却しきれない。実験操作を用
いた研究と組み合わせることで、この限界を
克服する研究も報告されているが（e.g., 
Yuki, Sato, Takemura, & Oishi, 2013）、上
述の研究代表者自身による独自性欲求につ
いての研究を含め、そうした実験手法での検
討がなされていないものも多い。 
第二の問題は、社会環境要因と心理傾向の

関係を分析するにあたり、注目するべき「単
位」がほとんど解明されていない点である。
心理傾向が社会によって異なる現象は、多く
の場合、「文化」の影響だとされてきた。文
化とは、社会的相互作用の中で生じる集合現
象である（Kitayama & Uskul, 2011）。従来
は、「国」という集合間の比較（e.g., 日米
比較）で、文化特定的心理傾向が検討されて
きた。しかし、文化が生じる集合単位が、国
でなければならない必然性は存在しない。事
実、一国内の地域間比較やコミュニティ間比
較でも、心理傾向の差異が報告されている
（e.g., Kitayama, Ishii, Imada, Takemura, 
& Ramaswamy, 2006; Uskul, Kitayama, & 
Nisbett, 2008）。一方で、どのような集合単
位であれば、文化が生じる（i.e., その集合
内で心理傾向に類似性が生じ、集合間で差が
生じる）のかは、ほとんど明らかにされてこ
なかった。 
 
２．研究の目的 
本研究では、社会環境要因と心理傾向の関

係を分析するにあたって根本的な問題とな
る次の 2点にアプローチした。第一の問題は、
個人特性の効果とは別の、環境の効果をいか
に示すか、である。異なる社会の住人を比較
する場合、社会環境の特性以外に、住人個々
人が持つ特性（e.g., パーソナリティ）の影響
が混交することが懸念される。実験室で無作
為配置による条件操作を行うことはひとつ
の対処方法であるが、本研究では、異なる社
会環境にある「同一人物」の比較に注目する。
具体的には、2 種類のソーシャル・ネットワ
ーキング・サイト（SNS）をともに利用して
いるネットユーザーを対象に調査を行い、同
一人物の心理傾向が、関係流動性の高い SNS
と低い SNS で、異なる帰結につながるか検
討した。 
第二の問題は、文化が生じる集合の単位は

どのようなものであるか、である。本研究で
は、特に、日本の地方・都道府県・市区町村
に注目し、それぞれの単位において、集合内
で心理傾向に類似性が見られるかを探索的
に検討した。 

 
３．研究の方法 
本研究では、次の 2調査を実施した。調査

1 では、自己表現動機（相互独立的傾向のひ
とつ）と社会的成功の関連の強さが、関係流
動性の高い社会環境と低い社会環境で異な
るか検討した。仮説が正しければ、関係流動
性の高い社会環境で、自己表現動機と社会的
成功がより強く関連すると予測される（竹村, 
2010）。調査 2 では、文化が形成される「単
位」を探索的に検討した。これにあたり、複
数の文化特定的心理傾向の尺度（e.g., 一般
的信頼尺度）を実施し、地方（e.g., 関東地
方、近畿地方）単位、都道府県単位、市区町
村単位のそれぞれで級内相関係数を算出し
た。 



 
４．研究成果 
（1）調査 1 
調査 1では、環境の効果を厳密に検討する

べく、同一人物の心理傾向（自己表現動機）
がもたらす帰結を、2 種類の環境間で比較し
た。具体的には、関係流動性に差異があると
想定される 2種類の SNS（Facebook と Mixi）
に注目した。先行研究（e.g., Thomson & Ito, 
2012）から、関係流動性は Facebook で Mixi
より高いと想定される。そこで、Facebook と
Mixiの両方を利用しているSNSユーザーを対
象に調査を実施した。 
 
調査方法：調査会社ボーダーズのモニター

登録者 664 名を対象に調査を実施した。この
うち、131 名（女性 66 名）が Facebook と Mixi
の両方を利用しており、本研究の分析対象と
なった。参加者の年齢は 17～71 歳であった
（M = 40.26, Median = 39, SD = 11.78）。
調査は WEB 上で実施された。参加者は、
Facebook における「友人」のうち、過去 1ヶ
月の間に新しくできた「友人」の数、そして、
その中でも Facebook を通じて知り合いにな
った「友人」の数を回答した。その後、自分
が Facebook を使う理由として、「自分らしさ
を表現するため」など 3項目（自己表現動機）
がどれくらいあてはまるかを回答した（1: 
全くあてはまらない～7: とてもよくあては
まる）。次に、Mixi について同様の項目に回
答した。 
結果：Facebook と Mixi における各種友人

数を比較した（表 1）。どちらのタイプの友人
も Facebook で Mixi より多かった。また、友
人数の標準偏差も Facebook で Mixi より大き
かった（過去 1ヶ月の新友人数: K2 = 304.70, 
p < .001; 過 去 1 ヶ 月 の 新 友 人 数
（Facebook/Mixi での出会い）: K2 = 17.97, 
p < .001）。このことは、社会的成功の「格
差」が Mixi より Facebook で大きかったこと
を示唆している。 
自己表現動機（αs > .95）の平均を

Facebook（M = 3.77, SD = 1.54）と Mixi（M 
= 3.80, SD = 1.36）で比較した。その結果、
統計的な有意差はなかった（F(1, 130) = .09, 
ns）。 
自己表現動機と各種友人数の順位相関を

算出した（表 2）。その結果、2種類の新友人
数と自己表現動機の相関は、Facebookで Mixi
より強く正の方向にあることが示された。 
 
表 1. Facebook と Mixi における友人数 

    M Md (SD) Min Max pa 
新友人数 F 2.93 0 (17.89) 0 200 <.001 
  Mx .62 0 (2.66) 0 20  
新友人数（Fb/Mx Fb 1.20 0 (4.74) 0 35 .049 

での出会い） Mx .81 0 (3.23) 0 20   
a符号検定, Fb: Facebook, Mx: Mixi 
 
 

表 2. 自己表現動機との順位相関 

  過去 1 ヶ月の 
新友人数 

過去 1 ヶ月の 
新友人数 

（Fb/Mx での出会い） 
Fb .34*** .38*** 
Mx .14 .17† 
係数の差
（z） 1.82† 1.98* 

†p < .10, *p < .05, ***p < .001, Fb: Facebook, Mx: Mixi 
 
以上から、次のことが示された。第一に、

Facebook では Mixi よりも新しい友人が獲得
されやすかった（i.e., 関係流動性が高かっ
た）。第二に、自己表現動機の強さは、Mixi
よりも Facebook で新しい友人の獲得につな
がりやすかった。このことは、関係流動性の
高い環境においては、自己表現という個人主
義的行動が社会関係の形成を促進すること
を示唆している。 
 

（2）調査 2 
調査 2では、文化が生じる「単位」を明ら

かにするべく、日本全国 47 都道府県の住人
を対象に調査を行った。調査では、複数の文
化特定的心理傾向の測定を行った。その上で、
都道府県単位での級内相関係数を算出する
とともに、地方単位（関東地方や近畿地方な
どのレベルで、全国 11 地域）、および、市区
町村単位でも級内相関係数を算出した。 
調査方法：調査会社ボーダーズのモニター

登録者から、各都道府県の住人 64 名ずつが
参加した（3008 名、うち女性 1666 名）。参加
者の年齢は20～50歳に限定された（M = 36.60, 
Median = 37, SD = 8.13）。調査は WEB 上で
実施された。参加者は、過去の文化心理学的
研究で用いられてきた複数の尺度に回答し
た。すなわち、①影響志向（4 項目）と調整
志向（5項目）の測度（Tsai, Miao, Seppala, 
Fung, & Yeung, 2007）、②独自性欲求尺度
（Snyder & Fromkin, 1977）、③一般的信頼
尺度（Yamagishi & Yamagishi, 1994）、④世
界価値観調査（World Value Survey: WVS）
で使用されている一般的信頼の項目、⑤自尊
心尺度（Rosenberg, 1965）、⑥謙遜に対する
肯定的評価を測る 2項目（謙遜支持）と謙遜
行動を測る 3項目（石黒・村上, 2005）であ
った（αs > .72）。また、環境の特性を調べ
るべく、関係流動性尺度（Yuki et al., 2007）
への回答も求めた（α = .69）。なお、関係
流動性尺度は、2 種の下位尺度（新しい出会
い: 5 項目, α = .65; 相手選択の自由: 7
項目, α = .62）から構成されており、尺度
全体での平均得点を用いた分析とともに、下
位尺度での平均得点を用いた分析も行った。 
結果： 各尺度に関して、地方単位（11 地

方）、都道府県単位（47 都道府県）、市区町村
単位（174 市区町村）での級内相関係数を算
出した（清水・村山・大坊, 2006, の HAD で
算出）。その結果を表 3 にまとめた。なお、
市区町村に関しては、5 名以上の参加者を含
む市区町村のみを対象とした（N = 2054）。



また、一般的信頼（WVS）は、他の尺度に比
べて分析対象が少なかった（地方単位・都道
府県単位: N = 2713; 市区町村単位: N = 
1863）。これは、一般的信頼（WVS）の項目「一
般的にいって、人はだいたいにおいて信用で
きると思いますか、それとも人と付き合うに
は用心するにこしたことはないと思います
か」では、選択肢として「だいたい信用でき
る」「用心するにこしたことはない」「わから
ない」が設けられ、「わからない」を欠損値
として分析から除外したためであった。 
表 3に示されている通り、いずれの尺度で

も、級内相関係数は小さかった。地方単位・
都道府県単位では、.01 を超える級内相関係
数は見られなかった。市区町村単位でも、ほ
とんどの尺度の級内相関係数は小さかった。
ただし、関係流動性尺度の下位尺度である
「相手選択の自由」と謙遜行動では、級内相
関係数が.01 を超え、かつ有意であった。 
 
表 3. 各単位での級内相関係数 

  地方 都道府県 市区町村 

影響志向 -.001  -.005  -.015   

調整志向 -.001  -.005  .000   

独自性欲求 .000  .001  -.003   

一般的信頼 .000  .000  -.003   

一般的信頼（WVS） .000  .001  .009   

自尊心 .003† .000  .007   

謙遜支持 -.001  -.006  .007   

謙遜行動 .001  .003  .019 * 

関係流動性 .010*** .009** .012   

/新しい出会い .006** .008* .005   

/相手選択の自由 .005** .005† .026 ** 

†p < .10 *p < .05 **p < .01 ***p < .001 
.01 を超える級内相関係数は太字 
 
そこで、「相手選択の自由」と謙遜行動の

関係を、マルチレベル相関分析（Kenny & La 
Voie, 1985; 清水・村山・大坊, 2006, の HAD
で算出）で検討した。マルチレベル相関分析
では、個人レベルと集団（ここでは市区町村）
レベルでの相関関係を同時に（相互に統制し
つつ）検討することができる。分析の結果、
個人レベル（r = -.05, p = .027）と市区町
村レベル（r = -.89, p = .020）の双方で、
有意な負の相関が見られた。 
調査 2の結果は、以下のようにまとめるこ

とができる。まず、地方単位・都道府県単位
では、文化は確認されなかった。いずれの心
理傾向でも級内相関係数が極めて小さかっ
たのである。このことは、地方と都道府県そ
れぞれのレベルにおいて、集合内（i.e., 地
方内、都道府県内）で心理傾向に類似性があ
るわけではないことを意味する。ちなみに、
研究代表者の別の研究（Takemura, Hamamura, 
Guan, & Suzuki, in prep.）では中国全土 31
省で類似の調査を行い、調査2と同じ尺度（影

響志向、調整志向、一般的信頼）を用いてい
た。中国の省単位で級内相関係数を算出した
結果、影響志向で ICC = .060、調整志向で
ICC = .021、一般的信頼で ICC = .014 で、
いずれも日本の地方・都道府県・市区町村で
の級内相関係数よりも大きかった。また、一
般的信頼（WVS）の国単位での級内相関係数
を世界価値観調査第 5 波（2005-2007 年）の
データで算出すると、ICC = .14 で、日本の
地方・都道府県・市区町村での級内相関係数
よりも大きかった。これらの結果は、調査 2
で得られた級内相関係数が小さかった原因
として、必ずしも使用した尺度に問題があっ
たのではなく、日本の地方・都道府県・市区
町村が、文化（特に心理傾向の共有）が生じ
る「単位」になりにくいことを示唆している。 
ただし、市区町村単位では、関係流動性の

下位尺度「相手選択の自由」と謙遜行動で、
他の尺度より大きな級内相関係数が見られ
た。この結果は、「相手選択の自由」と謙遜
行動は、他の心理傾向に比べて、市区町村内
で類似性が生じやすいことを示している。さ
らに、マルチレベル相関分析の結果、この 2
変数の間には、個人レベルの相関関係を超え
て、市区町村レベルでの相関関係（負の相関
関係）があることが確認された。このことは、
仮にある個人が自分の周辺環境での「相手選
択の自由」を低く感じていても、多くの人が
「相手選択の自由」を高く感じている市区町
村では、謙遜行動が生じにくいことを示して
いる。謙遜行動と関係流動性（の一部）が負
の相関を示すことは、自己を高く評価する傾
向と関係流動性の正の相関関係を示した先
行研究（Falk et al., 2009; Sato et al., 
2007）の知見と整合的である。そして、その
相関関係が、個人レベルを超えて集合レベル
で生じることを示しており、謙遜行動が社会
的相互作用の中で促進あるいは抑制される
ことを示唆している（類似の知見に、石黒・
村上, 2005）。 
以上、調査 1によって、個人の心理傾向（自

己表現動機）がもたらす帰結が、当該環境の
関係流動性の高さに依存することが示され
た。一方で、「心理傾向が個人間で類似する」
現象である文化が、どのような単位の集合で
生じるかを調査 2で検討したところ、日本の
地方・都道府県は文化の単位となりにくいこ
とが確認された。同時に、地方・都道府県に
比べて、市区町村は、文化の単位となりやす
いことも、調査 2の結果から示唆された。 
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